
１． 社会技術研究開発の概要と目的

　著者は２００９年度秋から「地域に根ざした脱温

暖化・環境共生社会」研究開発領域，「快適な天

然素材住宅の生活と脱温暖化を「森と街」の直接

連携で実現する」という社会技術研究開発研究（１）

を多数の共同研究者（２）といっしょに行い，その

後も協力して関連する研究や実践につながる活動

を推進してきた。その目的は２０５０年に実質CO2

排出なし（これを carbon neutral（３）と呼ぶ）で健

康快適な住生活を実現させるため，国産木材を活

用した省エネルギー環境優良長寿命住宅を開発し

普及させ，その住生活のあり方を提示するととも

に，その過程における森（林業，林産業）と街

（都市の住宅建設）の連携により林業の復興を同

時に達成する社会経済の仕組みを構築試行して可

能性を提示することにある。

　このプロジェクトでは，すでにNPO天然住宅

が試行実践として先行している森と街の連携事例

を題材に研究開発を行った。街側，すなわち健全

な住宅の供給として，NPO天然住宅の国産木材

住宅の建設，森側，すなわち林業，林産業として

天然住宅に製材品を供給し仕組加工も行っている

栗駒木材（宮城県栗原市）が一気通貫型の住宅供

給過程を連携して行っており，その事例を題材と

した実証分析と事業手法構築および普及支援策の

提案に関する一連の研究を行った（４）。

　天然住宅（例：写真１）の特徴について表１に

示す。自然素材だけを使い超省エネルギー環境優

良長寿命住宅を国産杉材を低温乾燥した無垢材
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写真１　天然住宅（例）（１８）

表１　天然住宅の特徴

天然住宅の特徴

伝統軸組構法戸建住宅
国産木材を多用する
低温，燻煙乾燥による木材の長寿命化
天然資材を最優先して用い，化学品，工業品の使用を抑制
　合板，積層木材を使わない
　貝てき漆喰を使う
　羊毛断熱材を使う
　化学接着材を使わない
　塩化ビニール，プラスチックの使用を抑制
　金属製品の使用を抑制
基礎に長寿命固練りコンクリートを使用
手作業による伝統仕口加工を製材所で実施
丸太，製材市場を介さない直接木材供給
製材所から住宅建設地へ加工木材を直送
天然住宅認証の実施
中古住宅市場における環境価値正当評価獲得をめざす
市民金融による環境優良住宅普及支援

栗駒木材（主要木材調達元）の林業と製材の特徴

下草刈を十分行い成長を促進，高材積密度森林を形成
下草刈手間削減のため牛の林内放牧を試行
卓抜と広葉樹混交林化により林相維持
皮むき間伐を試行
低温・燻煙乾燥炉を所内発生木質バイオマス燃料で加熱



（集成材，合板不使用）を用い，伝統仕組構法で

建設するもので，製材所で手作業で仕組みの切り

込み作業を行い，建設現場に直送して木材流通の

中抜き（市場を通さず問屋の中間流通経費を削減）

と輸送費用の削減を実現するとともに林業，林産

業の自立経営を追求する。

　この全体過程がうまく成り立つことを客観確認

するため以下の項目について研究開発を行った。

＊住宅の温熱環境とエネルギー消費量を実測して

環境性能と省エネルギー性を実証

＊木材の実物大物性試験を行い低温乾燥，燻煙乾

　燥の効果を科学的に解明

＊育林から住宅解体廃棄までの総合的な LCCO ２

評価

＊迅速な市場浸透を促進する住宅建設事業手法と

地域展開の模索

＊新しい金融システム（天然住宅バンク）の試行

と提案

＊天然住宅の品質評価と認証制度の企画設計

＊環境優良住宅が適正評価される中古住宅市場形

成への提案

＊補助金に依存しない持続可能林業事業手法の模

索（５）

＊全供給過程（サプライチェーン）の総合検討─

上記，諸要素全体の連携確認とその改良検討

＊この全過程を通じた２０５０年Carbon Neutral 達

成へのマクロシナリオ分析

　この実践研究では森（栗駒木材）と街（天然住

宅）の直接連携例について一例研究を行っている

が，２０５０年の目標達成に向けては全国的な横の

展開が求められる。横の展開とは天然住宅のシェ

アを拡大して独占的に住宅供給を行うことではな

く，類似活動が全国各地にそれぞれに展開される

ことである。天然住宅は成長拡大志向の営利企業

ではなく非営利団体であり，培われた事業手法を

公開し全国に伝授，展開することを希求して活動

している。本研究では全国各地の地場産木材で住

宅建設を促進する諸団体，建築家，工務店，林産

業者，林業家などと交流，連携にも取り組み，横

の展開の手法も模索している。本研究での中間時

点の成果を開かれた公開workshop（これをとく

にラウンドテーブルと呼ぶ）を通じて多分野の関

係者，類似活動実践者に提示して意見交換し，全

国的な連携強化を図ることを試みた。また優良住

宅の普及や林業の復興などの障害になっている諸

制度の問題点と実践的な対処方法についても検討

した。これらの社会実践試行とその実測検証によ

る客観評価を通じて２０５０年までの社会実践シナ

リオとその効果を出来る限り定量的に分析し，客

観データを用いた的確な状況分析に基づき，社会

実践への指針を提示することを目的に研究活動を

行った。

　天然住宅の事業の特徴は企業利益追求型の住宅

販売が主流となっている住宅供給に対して，「家

は買うものではない，建てるもの」として商品売

買を超えた私的社会的総行為でもあることを再確

認しつつ，一方で家計でも事業でも収支が成り立

たなければならないことを直視し，理想を提言し

ても経済社会がついてこないから実現できないと

嘆くのではなく，どうすれば現実に現状の市場経

済の中で実現できるのかを模索し，ある程度成功

している点である。この研究開発はその一連の活

動を実証分析し，その改善強化と普及展開を模索

するものである。そこで期待される成果として，

次のような住宅そのものだけでない社会的経済的

に多岐にわたる成果が期待される。

　

＊大量生産供給とは異なった優良住宅供給事業成

立の可能性提示

＊省エネルギー，資源生産性，地球環境対策，地

域環境対策，健康快適な室内環境の同時追求を

達成できる住宅を市場が受け入れる範囲の価格

で提供できることの可能性提示

＊小規模悪条件でも持続可能な林業経営成立の可

　能性提示（６）この住宅供給方式が家計にも社会

的にも建築資産としても森林系の自然資源資産

としてもフローとストックの両面において経済

収支を改善できる可能性を提示

＊世界的な金銭利益追求型の市場経済の行きづまり

に対して代替的な経済社会生活の可能性を提示
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＊都市の産業と地方の産業の関係を再構築する一

つの可能性を提示

＊それらの達成に必要な技術，生産組織，評価手

法，金融など一連の手法提示

２ ． 背景状況

　いわゆる拡大造林（７）により杉，檜が集中的に

植林され人工林の蓄積量は過去４０年で５倍に増

え，今ちょうど伐期を迎えているが，建築用には

輸入材が多用されており，２０１４年の自給率は

３１％，日本の森林の年間伐採率は０.４８％とされて

いる。その背景には大手住宅建設企業が大量均質

素材の短期納品を求め，それに応じて輸入材を高

温乾燥し高速プレカットする大規模製材所の台

頭がある （４，１４）。一方で森林組合主体の国内林業は

補助金依存体質から脱せず，中小製材所は競争力

を失い，林業の疲弊衰退により適正な間伐がなさ

れず伐採後の植林も極端に減っており（８），森林

の林齢構成も異常な高齢化が進行して危機的な状

況になりつつある。このような状況下で林業の復

興は喫緊の課題であり，政府の打ち出した林業政

策「森林・林業再生プラン」では施業の集約化と

生産性の向上を推進しようとしている。しかし，

かえって，市場をゆがめて価格低下を助長してい

るのではないかとの指摘や，大型機械を導入する

ための幅が広い林道建設が洪水時の山崩れを助長

しているのではないかとの指摘もある（９）。世界市

場化とともに短期利益追求型に傾斜している一般

企業行動に対して，植林から伐採まで三世代が関

わる長期経営が求められる林業は，もとより全く

性質が異なる事業である。そのすれ違いが林業を

困難にしていることは既に長いこと指摘されてき

た（１０）。世界経済危機，地球環境問題，原発事故

に共通していることは行き過ぎた短期利益追求型

の企業活動がいつのまにか世界標準になり，その

ゆがみが自然人を，自然を追いつめ，限界に達し

危険な状態になってきたということである（１１）。

この傾向は２１世紀に入って年々増々顕在化して

きており，その象徴が技術，資源，エネルギー面

では気候変動問題や，ついに現実に起きてしまっ

た福島の原発事故であり，経済面ではリーマン・

ショック，ギリシャ，スペイン欧州経済危機，中

国経済不安であり，行き過ぎた競争市場経済に対

して１９９６年シアトルWTO会議での１０万人デモ（１２）

や，New York のWall 街近くの公園に市民が結

集した“We are the ９９ percent”運動（１３）で市民

からの異議申し立てがあり，それを支持する経済

学，社会学者もあった。大震災と世界的な経済危

機に直面して，このような世界状況の中で２０５０年

までに大幅な温室効果ガス排出削減を実現するに

は，環境の危機への技術対策だけでなく経済の危

機の背景起因の共通性に鑑み，これを一挙に同時

解決する途を探らなければ不可能であること，か

ねてから考えてきたことが，いよいよ顕在化し，

ようやく多くの方々にも理解していただけるので

はないか，という思いを強くしている。本研究開

発が目指すものも，一見多側面に見える諸問題を

一挙に解くような解決策を探求するものである。

３ ． 森と街の連携創出

　立木の伐採から住宅建設に至る過程を大手住宅

建設業者の場合と，在来型の中小工務店の場合

と，天然住宅の場合について図１に比較する。

　まず大手住宅建設業者の場合（図１・左），輸

入木材を使う例では海外から船舶輸送された用材

（製材）を臨海部大型製材事業所で一括高温乾燥，

高速機械でプレカットし多数の建設現場に輸送す

る。国産材でも宮崎県産杉材のように大量出荷で

きる地域では同様の工程が見られ，製材，プレカッ

トを短期間で行い納品する（１４）。

　従来一般の中小工務店における住宅建設用材の

調達は原木市場や製材市場，木材卸業者等の介在

により多段階に分断され（図１ ・ 中），輸送積替の

機会も多く，中間利益（さや取り）も多く，丸太

で１ m３，山元価格１万円程度の木材が製材小売

価格は例えば柱としてm３当たり１０万円以上にな

る（１５）。

　これに対し天然住宅の場合（図１右）は林地に

近い製材所で製材加工から伝統構法による仕口ほ

ぞ穴の切り込みまでをすべて一貫して行い，建設
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現場に直送する。丸太市場，製材市場を経由しな

いので中間マージンを取られることがなく，建設

現場で同じ製材価格でも製材所の出荷価格を高く

でき，これを受けて丸太の山元出荷価格もやや高

くなり，山主が植林経費を捻出でき森林を維持で

きる収入を確保できる。仕口加工仕事が製材所側

で発生するので雇用創出効果もある。

　乾燥方法は低温，燻煙乾燥を行った後，所定の

乾燥率になるまで天日乾燥する。天日乾燥だけで

は日数を要し低温，燻煙乾燥だけでは十分な乾燥

率に達しないので併用が必要になる。機械による

プレカットではなく大工の手仕事で切り欠きを行

う点に独自の特色がある。機械プレカットでは高

温乾燥でないと高速作業をしにくいが，ここでは

手作業のため低温，燻煙乾燥と天日乾燥を行って

おり，手作業加工をしやすい乾燥率になっている。

現場で建て方を行ううちにさらに乾燥が進み十分

な乾燥が得られる。
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図２　建築用材の強度（ヤング率）分布比較（１６）　

　左：量産住宅事業者例　　右：天然住宅

図１　森林から住宅建設現場までの木材の供給経路比較



　図２は　木材供給側のヤング率分布と建築用材

の需要側ヤング率分布を量産住宅業者と天然住宅

の場合について比較したもので，多くの建設会社

では比較的高強度の材だけを使う（図２・左）の

に対し天然住宅では需要材のヤング率は幅広く分

布し，需要側も供給側の強度分布と近い分布の材

がまんべんなく使われていることがわかる（１６）。天

然住宅では合板と集成材は使わないが羽柄材を多

用しており，これは丸太から得られる材積のうち

建築用材として使われる材積の収率を高くできる

利点がある。量産住宅の例では特定の高強度材だ

けに需要が集中しており，他の需要先と組み合わ

せないと建築用材としての適正利用が全体として

成り立たない。結果として建築用材出荷の歩留ま

りが低下し，収入になりにくい合板原料やパルプ

原料用チップの出荷割合いが増え山側の収入減に

つながっている。

４ ．乾燥方法と材の力学性能

　当研究の一環として低温乾燥杉材の力学性能試

験を実施した（名古屋大学担当，写真２）。各種

乾燥法（高温乾燥，中温乾燥，低温乾燥，および

燻煙乾燥）を施した実大梁材について，静的実大

曲げ試験の結果を基に，３等分点４点曲げ法によ

るクリープ試験（一定の荷重を長期間負荷する試

験）を行った。供試材には宮城県産４５年生スギ

丸太６０本を用い，これらを粗製材した後諸物性

値（密度，動的ヤング係数）を測定し，物性値が

概ね平準化するように各種乾燥法に１５体ずつ振

り分けた。乾燥後の最終的な試験体寸法は

１２０mm（幅）×２１０mm（梁せい）×４０００mm（長さ）

である。これらの試験体から，静的実大曲げ試験

に１０体，クリープ試験に３体を選別した。静的

実大曲げ試験は構造用木材の強度試験マニュアル

に従い，３等分点４点曲げ試験法で行った。

　以上の静的試験の結果を基に，各乾燥法ごとに

３体，合計１２体の試験体について実大クリープ

試験を行った。クリープ試験の荷重レベルは曲げ

強さの１５％程度とした。クリープ試験ではたわ

み，水分の吸脱着による寸法変化量，および含水

率を経時的に計測している。これより得られた荷

重─たわみ曲線から曲げ強さと曲げヤング係数を

算出し，含水率補正を施した。両者の関係を図３

に示す（１７）。一般に，曲げヤング係数と曲げ強度と

は相関があることが知られている。図３より曲げ

ヤング係数の増加に対して，高温乾燥法では曲げ

強度が比較的増加せず，これに対して低温乾燥法

では比較的増加する傾向が見られた。荷重にたわ

みで抵抗する，しなやかな対応は他の材に比べて

ヤング率が低く相対的に低強度とされる杉材の特

徴でもあるが，低温乾燥により，よりその特性が

活かされることにつながる。

　また，静的実大曲げ試験の破壊後の材を用い

健全な林業と健全な住居を一挙に実現する─ 持続可能社会への実践提案

117

写真２　杉材・実大梁のクリープ試験
破壊荷重の１５％の荷重（４点曲げ法） 図３　　乾燥温度とたわみ（１７）



て，乾燥法が化学成分に及ぼす影響についても分

析しているが，専門分野が異なるため本稿では扱

わない。乾燥法と化学成分の関係については，例

えば，高温乾燥に関しては内部割れと化学的変成

で強度低下があるとの指摘もなされている。写真

３は低温乾燥材と高温乾燥材を比較したものであ

る（１８）。建築用木材の乾燥方法に関しては，まだ研

究の余地が多く残されていると考えられる。筆者

等は新しい乾燥方法を試行している製材所の見学

を行い，知見の収集に努めているが，その途の専

門家ではないので本論では扱わないでおく。

　住宅において木材は長期間にわたって荷重を負

担するため，内部割れなどの初期変化のほかに，

経年変化に係る耐久性やクリープといった力学挙

動に対しても化学成分の変性は関与すると考えら

れる。長寿命住宅の根幹をなす部材の耐久性能を

評価するためには，化学成分と力学性能の関係に

ついても検討する必要があると考えられるが，専

門外であるのでこれも扱わないでおく。

　

５ ．自然素材と化学物質過敏症対応
　
　天然住宅の特徴の一つはとことん自然素材を使

うことで，集成材，合板は一切不使用で合成接着

剤は使わない，防腐防虫剤処理も行わず，貝てき

漆くい，天然ウール断熱材等天然素材を使用して

いる。その結果，化学物質過敏症で困っていた人

が天然住宅に住む様になったら発症しなくなった

という事例が多数ある（１８）。

　

６ ．住宅資産価値評価金融へ
　
　これまでの戸建住宅ローンにおける担保資産評

価では金融機関は土地建物を一体として土地に重

きを置き，建物に関しては固定資産税評価と法的

な減価償却期間を機械的に当てはめ，住宅建築の

実質の資産価値に重きをおかない評価が多くなさ

れて来た。そのため住宅性能，環境価値，長寿命

性に優れた資産価値が高い住宅であっても，短命

な住宅と同様の価値しか評価されない傾向があっ

た。

　天然住宅のような長寿命で環境価値が高い住宅

については建物資産価値が正当に評価され融資担

保の価値を認められてしかるべきと考えられる。

しかし既存の金融機関ではマンションでは建物価

値を担保評価に入れているが，土地付戸建住宅金

融に関して土地担保主義であり，住宅建築そのも

のの価値は重視されない慣習が続いている。そこ

で天然住宅では独自の金融機関，天然住宅バンク

を設立した（１９）。また寿命を含む住宅の環境性能を

資産価値として積極評価して優良住宅建設を加速

推進する融資制度の創設に向けて金融機関を招い

た研究討論も行った（２０）。仮に土地担保であって

も住宅建築の資産価値により好条件融資が受けら

れる様な評価法の導入も考えられる。社会全体に

この意義が認められ，前向きな方向への動きも見

られるが，一般の金融機関で土地担保に替わって

住宅建築そのものの価値を担保に認めて融資する
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写真３　低温乾燥材（左）と高温乾燥材（右）（１８）



事例は少ないようであり，さらに踏み込んで住宅

の資産価値として省エネルギー性能を含む環境優

良性を担保価値として評価に取り入れた融資の事

例の報告は見当たらず，望ましいと考えられる住

宅資産評価による融資はまだ制度化されていな

い。

７． 中古住宅市場における環境優良住宅価
　   値評価
 
　現在の戸建住宅供給のよくある事例は３０坪の

敷地に３０坪の住宅を建て土地，建物ともにそれ

ぞれ２千万円から３千万で合計４～６千万円の物

件（東京近郊の例）である。そこでの木造住宅の

減価償却評価上の法定耐用年数は木造住宅の場合

２２年とされている。中古住宅の売買では，築年

数が古い住宅では建物の資産価値は評価されず，

古家付き土地として売買される場合もある。建て

売り住宅の場合，実際に２２年程度の耐用年数し

か持たない劣悪な品質の木造住宅も建設されてい

ると言われる。最近は国土交通省でも長期優良資

産となる住宅の建設を推奨し２００年住宅の認定も

行われている。しかし法定耐用年数は２２年評価

のままである。このような資産評価慣習の下で，

天然住宅では環境優良長寿命建築の資産価値が正

当に評価されるよう，中古住宅の評価手法，評価

慣習の変革をねらい，環境優良住宅認証制度の構

築を進めている。

　

８ ．環境優良住宅認証
　
　中古住宅市場での適正な資産評価が得られるよ

う，天然住宅を対象にした環境優良住宅認証制度

の構築を進めるべく，この研究開発事業の一環と

して制度設計を行い，認証制度の具体化を検討し

た。これまでの環境認証は森林管理については

FSC（森林管理協議会）認証，工場等事業所の環

境管理については ISO１４００１，建築の環境性能に

ついてはUSAのLEEDや日本のCASBEE等が個

別に評価されてきた。しかし木造住宅について林

業から住宅までを統合評価する認証はなかった。

個々の製品のCO２ 排出量については例えばカー

ボンフットプリントが最近多く情報提供されるよう

になった。また不動産鑑定は環境価値や省エネル

ギー性能とは無関係に評価されていた。個別に

様々な認証や評価値はあったが全体を統合した評

価や，連動した評価はなされてこなかった。そこ

で，本研究では森林管理，製材から住宅建設まで

を統合し一括評価する環境認証の仕組みを試行的

に構築した。その評価項目案を表 ２ａ ，表 ２ ｂ （２１） に

示す。各項目について確認事項と確認・評価方法

を検討し，項目別の測定方法や評価方法など，個

別の詳細な内容についても具体的な検討を行っ

た。

　その認定が不動産価値評価に反映され中古住宅

市場における適正価格評価に使われることが一つ

の目的である。新築住宅の認証は林業者，林産業

者を含む資材供給者，設計者，監理者，施工業者

と住宅そのものについて実施，更に竣工引き渡し

後は，自動車の車検に相当する「家検」を５年毎

に実施する。これらの一連の認証を行う認証機関

を設立する予定であるが，この機関は ISO/IEC

ガイド６１に則った機関に認定され，ISO/IEC ガ

イド６５に則った機関として設立する予定である。

このような世界的に公認された制度運営と審査手

法による第三者認証であることが評価の客観性信

頼性の証となり中古住宅市場での不動産価格評価

に反映されるようになることをめざしている。事

務所などの業務ビルについては日本政策投資銀行

がDBJ グリーンビルディング認証を２０１１年４月

から行っており，REIT等の不動産金融市場評価

における適正評価に役立つことが期待されてい

る（２２）。大型マンションなど資産価値が大きい集合

住宅はREITの対象に取り込まれており業務系よ

り高い収益性が期待されるものもある。戸建て住

宅に関しては現時点ではREITのような不動産金

融に組み込まれることは考えにくいが，戸建て住

宅は個人所有の持ち家という現行慣習にとらわれ

る必要はなく，これからは柔軟な発想で新しい融

資，所有，管理形態を模索するべきである。いか

なる形態の場合にも客観適正な不動産価値評価は

必須であり，環境性能，省エネルギー性能と耐震
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性，建物と素材の寿命，デザイン価値など個別要

素毎のきちんとした評価がなされるようになって

ゆくと予想，期待され，このような環境認証手法

を早急に整備することが重要と考えている。
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表２ ａ　天然住宅認証の評価項目（２１）
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表２ b　天然住宅認証の評価項目  続き（２１）



　

９ ．居住環境実測
　
　天然住宅の実例について室内外の温熱環境と壁

対の熱流，部材の含水率などについて実測を行っ

た（担当，温熱環境・早稲田大学，部材含水率・

工学院大学）。表３に実測項目を示す（２３）。図４に

夏期の温熱環境実測の結果を示す。天気は晴れで

外気温度は２６.０～３４.０℃を推移していた。多機能

分電盤のデータから洋室は冷房による室内空調管

理を行っていたことがわかっており，洋室の室温

は９：００以降常に２６℃台で安定し推移していた。

それ以外の居室では冷房を使用していなかった

が，日射の影響を受けやすいリビング以外は概ね

安定していた。また外壁の断熱性能や壁内の温度

分布を明らかにするため壁内温湿度変動の実測を

行った。図５にその日の壁内温度分布を示す。な

お図は略すが実測期間中，年間を通じて壁の室内
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表３　Y邸・実測項目

 

リビング・相対湿度 

リビング・室温 
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図４　天然住宅　室内環境実測例（Y邸・目黒区） ２０１１年７月１７日



側表面と壁内で露点温度以下になっておらず，か

び発生の恐れがない，または少なく衛生，健康，

耐久性の面でも問題ないことが確認された。

　

10 ．LCCO２ 評価比較
１０－１　LCAの与件設定

　育林から解体までの全過程を評価境界にしたラ

イフサイクルCO２ 排出量，LCCO２ 評価を行った

（担当，埼玉大学＋早稲田大学）。LCAは CO２ 排

出だけでなく，より多様な側面を総合して環境影

響を評価すべきであるが，ここでは温暖化対策に

主眼を置いた研究を行っており LCCO２ 評価を

行った。いわゆる System Boundary と呼ばれる

定量評価対象要素範囲を決める必要があるが，こ

こでは表４に示す構成要素を対象にした。要素毎

の設定条件を表５に示す。

１０－２　木造住宅の建設CO２ 排出

　天然住宅の LCCO２ 排出量を分析する前に，住

宅建設の平均的なCO２ 排出量を確認しておこう。

表６は建設部門産業連関表による住宅構法別建設

LCCO２ 推計値である（２４）。この表は建設部門産業

連関表の建築素材等の投入金額に各投入品目の金

額当誘発CO２ 排出量を産業連関表基本表から推

計（２５）して与えて推計した誘発排出量で，床面積

当たりの原単位として示した。なお産業連関表は

２０１１年表が２０１５年６月に公表されたが，建設部

門表はまだ公表されていないので，ここで用いて

いる２００５年表推計が現時点で利用できる最新値

である。１０年前の値ではあるが床面積当の誘発排

出量は大きく変わってはいないと考えられる。

　木造住宅はRC, SRC等の非木造住宅に比べて明

らかに誘発CO２ 排出量は低めである。木造住宅

の５５５kg CO２/m２ は住宅平均の６５７kg CO２/ m２ よ

り１５％低く，非木造平均の７８１kg CO２  /m２ に比

べて２９％低い。集合住宅いわゆるマンションの

多くはRC, SRC 造であり，この場合廊下や階段等

の共有部も建設床面積に含まれるため，共用部を

１５％として居住用床面積当誘発排出量を求めると

９１６kg CO２  / m２ となり，居住用床面積当では木造

住宅はRC, SRC 集合住宅より ３９％低いことにな

る。

１０－３  製材の LCA

　まず林業施業から製材１ m３ の製造に至る工程

でのCO２ 排出について表７に比較する（２７）。外材

では輸送距離が長い場合があるが，ロシア産の輸

入木材は陸上輸送の排出が大きく製材１ m３ 当た

りの CO２ 排出量がこれらの比較例中で最大で

あった。国内大型製材所で高温乾燥，プレカット
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図５　天然住宅　壁対温度湿度傾斜・実測結果（Y邸・目黒区）　２０１１年７月１７日
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表６　住宅構法別・建設CO２ 排出量　２００５年・建設部門産業連関表

表４　住宅ＬＣＡの構成要素

表５　天然素材住宅　LCA設定条件



した事例のCO２ 排出量は栗駒の例に比べて大き

かったが，栗駒ではバイオマス燃料だけを使って

いるため乾燥のCO２ 排出量をゼロ計上している

分排出量が少ない。乾燥の燃料，温度，時間の違

いによる影響，輸送距離と手段の差が大きい。

１０－４ 天然住宅の建設CO２ 排出

　次に天然住宅の建設誘発CO２ 排出量について

示す。図６は典型的な木造一戸建住宅と比較した

ものである（２７）。天然住宅は３４５kg CO２ /m２ ，在来

木造は４６６ kg CO２ /m２  であった。天然住宅では

金属類の使用量は少なめであるのでその分，在来

木造より建設CO２ 排出が低いが，コンクリート

の排出が大きい。これは布基礎の下に建築面積全

面に平面基礎コンクリートを打設することが阪神

大震災後普及しており，この天然素材住宅でも大

量の基礎コンクリート打設が行われていたことが

原因と考えられる。仮に基礎コンクリートを減ら

した場合を想定すると３００kg CO２ /m２ となった。

本格的な伝統工法では石場建てと言って基礎は石

だけの工法もあり，石場建の想定では２３８kg CO２ 

/m２  で在来木造の半分まで削減できる可能性が

ある。コンクリートに依存しない伝統工法は低

CO２ 排出と言える。コンクリート等，木材以外の

排出寄与が大きいため木材（製材）生産の LCCO

２ はその部分で削減がなされても全体への寄与は

小さい。逆に言えば部材を長寿命に使った木材利

用は LCCO２ 排出はかなり小さく，概算カーボン

ニュートラルと評価してもよいと考えることもで

きよう。

１０－５ 運用（日常エネルギー消費）のCO２ 排出

　建築 LCAで運用とは日常の住宅エネルギー消

費に伴う排出を示す。建築学会 LCA指針では上

下水道，ごみ処理，経常的修繕も運用に含めて計

上しているが，ここでは含まない。また家計調査

では自家用車燃料消費量も調査されているが，こ

の住宅 LCAでは自家用車排出を含まない。図７

に示すように全国平均，平均床面積９０m２，世帯

当３.３７t CO２  / 年から３７.５kg CO２ /m２  年（２０１０年

度）である（２８）。エネルギー用途の構成は資源エネ

ルギー庁の民生用エネルギー消費実態調査（２９）の

構成比を取り込んで用いた。この値は集合住宅を

含む平均である。在来木造は都内の典型的な一戸

建住宅を想定したものである。床面積当CO２  排出

量は３５.８kg CO２ /m２ 年で全国平均よりやや低い

値である。これに対して天然住宅では暖冷房と照

明・動力の排出が少なく２２.２kg CO２ /m２ 年と在

来木造設定例より３８％低かった。天然住宅の例で

は断熱性能は適気密で，Q値は２.０８W/WKであ

る程度の高断熱で，暖房はバイオペレットストー

ブ，夏は冷房を多用しなくても過ごすことができ

る室内環境でCO２ 排出量は少ない。この室内環境

の温湿度については実測した結果の概要について

上述したが，省エネルギーでも健康，快適な室内

環境が確保されている。

１０－６ 修繕・改修のCO２ 排出

　この LCAでは天然住宅は１００年寿命を想定し

ているが１００年の内には何かしら紫外線等による

色変や劣化が起こり，修繕や使い方の変化に応じ
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表７　建築用材製材までのCO２ 排出量　製材ｍ３ 当（２７）
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図８　天然住宅　LCCO2　想定寿命別比較

コンクリート 
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図６　建設誘発CO２ 排出量　kg CO２ /m２

図７　運用（日常エネルギー消費）のCO２ 排出量（２７）

　　全国平均は２０１０年度，集合住宅を含む全世帯平均
在来木造は東京都内典型的一戸建



た改修工事が起こるであろう。しかし改修は建設

時点ではどの程度の工事になるか予想しにくい。

既往の建築 LCA事例を見ると修繕改修の誘発排

出量が過大な見積もりなのではないかと思われる

設定例が多い。想定しにくいので大きめに見積

もっている場合もあるようである。この研究でも

初期の推計では部位により１０年毎から４０年毎に

更新するとして計算していたが，精査するともっ

と低い推計が妥当であろうとされたので，この論

文では下方修正を行った（２７）。

１０－７ 解体廃棄物の発生量　

　CO２ 排出以外の環境負荷について建築学会

LCAで推計できる指標として解体時廃棄物の発

生量を表８に示す（３０）。このすべては最終処分場

にいったん輸送され，このうちリサイクルされな

かった分が安定型または管理型の最終処分に処さ

れる。天然住宅では環境負荷が大きい素材をでき

るだけ排除して使わないので解体廃棄で自然を害

する廃棄物の発生は通常の住宅より少ないはずで

ある。廃木材はバイオマス燃料として利用できる

はずなので，焼却して熱利用するとしてその寄与

を試算したが，LCCO２ 全体への影響は小さかっ

た。建築学会 LCA指針の推計例（３１）に従い，鉄，

非鉄等の金属類の回収リサイクル，コンクリート

がら等もかなりの割合でリサイクルする想定とし

た。その際，柱，梁の構造部材は古材として再利

用することを想定したが，１００年寿命に１回なので

LCCO２ としては寄与は小さい。むしろ木材の再利

用はカーボンニュートラルと評価した以上，燃焼

機会を先延ばしにすることによる実際のCO２ 排

出抑制効果を評価すべきと考える（３２）。

１０－８ 住宅の LCCO２ 総合評価

　以上の各要素に改修，解体廃棄を加えた住宅の

LCCO２ は図８に示すように天然住宅・建物寿命

１００年想定では２９.１２kg CO２ /m２ 年となった（２７）。

これを典型的な軸組構法の在来木造一戸建住宅想

定例と比較すると，在来木造は ５９.３７.１２kg CO２ /m２

年であり，天然住宅は，ちょうど半分になった。

さらに天然住宅で低炭素生活を行った場合を想定

すると１７.１６kg CO２ /m２ 年，さらに建物寿命を

２００年とすると１４.１２ kgCO２ /m２ 年となった。こ

れは在来木造の４分の１水準である。これらの推

計はどれも誘発排出を含むものであるが，天然素

材住宅の LCCO２ はかなり低い値であることが確

認された。

１１．２０５０年 LCCO２ 削減シナリオ

　２０５０年に LCCO２ 評価で carbon neutral という

目標は建設など運用以外の間接的な排出を含めて
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表８　解体・廃棄物発生量（３０）

建築学会 LCA天然素材住宅
廃棄物種類

kg ／ m2kg ／ m2kg ／戸
182.7545.868,690コンクリート
4.414.21,792鉄筋
65.00.219その他瓦礫類
299.555.06,918ガラス・陶磁器類
11.32.1270廃プラスチック類
15.69.71,218金属くず
0.00.112紙くず
74.994.211,852木くず
2.47.2901繊維くず
5.724.23,052廃石膏ボード

13.21,661サイディング
その他

1.031.9765.896,385廃棄物量  計



評価しなければならないが，ここでは仮に運用部

分だけで排出が十分ゼロに近い水準まで削減され

ることを目指した排出削減シナリオについて検討

した（担当，埼玉大学）。２０５０年までにはいまだ

開発実用化されていない技術が導入されることを

大胆に想定しなければ目標達成の姿を描くことは

できない。紙面の都合上詳しくは説明しないが各

用途においてかなりの希望的な技術革新がなされ

るものとした。 （２８） 当然そこでは再生可能エネル

ギーが最大限導入される前提である。例えば給湯

は太陽熱温水器とバイオマス燃料を使えば完全な

carbon neutral を達成できる。調理には現在都市

ガスを使っているが高度な万能電子レンジを再生

可能エネルギーで発電した電力で稼働できれば

CO２ 排出を大幅削減できる。まず，これらのような

希望的な将来技術像を描くことからCO２ 排出な

しの達成へ限られた期間で急速に具体化すること

を想定している （２８）。図９は過去の住宅CO２ 排出

量推移から，今後の積極的な排出削減対策の実施

によりどのような経路で２０５０年にcarbon neutral，

バイオマス燃焼排出をゼロ評価して排出ゼロを達

成できるか，を希望的に示したものである（３３）。

１２．林業，林産業の再生に向けて

　天然住宅と栗駒木材の連携において経営的に成

立する持続可能な林業の追求を行っているが，現

在，継続的な植林を行うとともに長期的に望まし

い安定した林齢例構成，樹種構成となるような森

林整備計画について１５０年先までのシミュレー

ション研究を行っている（３４）。 

　栗駒木材では木質ペレットの生産販売や，下草

の除草を林内放牧（３５）で行ったり，都市の住宅購

入予定者を集めた皮むき間伐試行行事を行ったり

している。また大がかりな設備投資をしない自伐

林業の手法（５，６）を参考に林業作業の改善を試行し

ており，この手法で津波被災地の森林伐採作業に

四国の林家グループと現地の林家と共同で取り組

んでいる。

１３．連携による水平展開 

　全国には類似の優良木造住宅建設を推進しよう

という非営利組織が多数あり，天然住宅はそれら

の組織と横の連携を模索している。２０５０年まで

のマクロな目標としてCO２ 排出低減を実現させ
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図９　将来排出削減シナリオ─２０５０年（３３）　carbon neutral 達成に向けて



るには類似活動の急速な普及展開が求められるか

らである。

　そこで林業，林産業，建築家，工務店，住宅建

設予定者等に我々の活動を知ってもらうため研究

集会を多数開催し，全国の関係者に呼びかけ総合

討論を行い，交流の機会も設けた。またこの研究

開発で得られた成果をわかりやくすまとめた２つ

の小冊子を発行し配布した。供給者側には『森と

街をつなげる実践ガイド』（３６），居住者側には『住

まい方アドバイス』（３７） を作成した。

　また全国の類似活動団体と相互協力的な情報共

有を推進した。例えば特定非営利活動法人木の家

だいすきの会は埼玉，東京地区の地場産材で住宅

を建てる会で，西川材，ときがわ材，多摩産材の

杉，檜を主に使い，家を建てようとする賛同一般

会員と，林業家，製材所，材木店，建築家，工務

店，建具，家具，左官などの職人から構成される

専門会員が集まっている。木造住宅に詳しい設計

者，地場産木材を扱い慣れた地元の工務店などが

様々な専門のネットワークを活かして協力し，職

人の伝統的な技能を継承しつつ健康的で長寿命の

家を建てる活動をしている。一般会員も森に入っ

て見学会などに参加し，建てる際は立木の中から

大黒柱となる木を家族で選定するなど「家は買う

物ではなくて建てるもの」であることを次世代の

子供達にもわかってもらうようにしている。また

この会では中古住宅の耐震診断と省エネルギー診

断ができ耐震とエコ・リフォームを同時に提案で

きる設計者，工務店を育成する事業を展開してお

り，既存住宅の排出削減にも取り組んでいる。

　類似団体の組織化については財団法人日本住

宅・木材技術センターが「顔の見える木材での家

づくりグループ」（３８） を公募選定，天然住宅を含め

て１９０の団体が選出登録されているが，まだ強固

な横の連携ができているわけではない。

　また日本建築学会地球環境委員会傘下に，住宅

カーボンニュートラル達成シナリオＷＧ（主査・

外岡，２０１０.４～２０１４.３）を設置し分野横断的な交

流と情報共有の機会を設けた（３９）。

　JST研究ではこのように様々な手法で関係諸団

体，林業，林産業，工務店に呼びかけ連携を模索

したが，まだ十分な連携を構築できていないのが

実情である。そのような状況に対処すべく JST

研究終了後，任意団体『森街再生会議』を設立し

た（４０）。

１４．期待される成果

　現在，天然住宅が行っている「森と街」の連携

による国産材木造住宅の供給と林業，林産業復興

への試みは，金銭利益追求型のビジネス活動が旺

盛な中でも市場に受け入れられており，本稿で示

した様々な追加的な活動を展開し，それが一定の

効果をもたらすことができたならば，冒頭の目的

に書いた成果を期待できるものと考えられる。

　そして，住宅供給に限らず，食の分野であった

り，低炭素都市づくりや，土木工事の手法，河川

海岸管理や自然保護の分野であったり，日本の国

土で展開される生活のすべてとのつながりの中で

類似の指向性を持った活動が十分展開されたとき

に温室効果ガスの大幅な排出削減の達成が見えて

きて，真の持続可能性追求への確実な一歩を確認

できるようになるものと期待する。

１５．まとめ

　本稿では JST研究において行った我々の実践

的な社会技術研究開発について全体概要を紹介

し，その限られた期間内での成果について報告し

た。本研究は天然住宅の実践活動を題材に多分野

の専門視点から客観解析を行い，その評価結果を

用いて再試行とマクロな長期目標への効果拡大を

目指した活動を展開するものであり，文部科学省

が提唱する文理融合 （４１）や，さらに社会実践と学

術的な研究との接点を探る試行活動でもある（４２）。

このような活動の探求には有本建男社会技術研究

開発センター長（当時）の熱い思い入れもあり，

限られた期間で PDCAを廻して所定の実践的な

成果を確認してほしいという圧力の下，従来の学

術研究とはかなり異なった接近法での研究活動を

（正直なところとまどいながら）行ってきた経緯

がある。本稿ではそのような研究開発の手法自体
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の特殊性も示しておきたいとする意図もあった

が，読者にそれをうまく伝えることができている

とは言い難く，読者諸氏の高察に期するものであ

る。
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能性と Sunstainable を巡って，社会科学論集，第

１４４号，２０１５（平成２７）年３月，特集：「社会科学へ

の招待２０１５」，p３５-５９，その改訂補足版はweb 掲載

 http://env.ssociety.net/

（１２）１９９６年１２月，シアトルWTO会合，場外市民集

会デモと暴動

（１３）“We are the ９９ percent”とは１％の富裕人に対
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し９９％の貧乏人だと名乗る市民たちが２０１１年９月

ころNew York のWall 街近くの公園に結集した運

動で，経済ノーベル賞の Joseph E. Stiglitz や評論

家で歴史学者の John W. Dower 等も公園を訪れて

市民と交流した（TV報道）。

　　 http://ja.wikipedia.org/wiki/

（１４）２０１０年７月，宮崎県内の製材所見学，ヒアリング

（１５）例：２０１２年５月，杉の立木価格は３０００円以下，

すぎ中丸太　１１１００円 /m３，すぎ正角１０５mm角，３ m

長，製品卸売価格，４２８００円 /m ３ （農林水産省木材

価格統計調査２０１２年５月データ）だが，小売価格

例，廉価な１面上小節すぎ正角１０５角，３mで３５６８

円 /本でm３ 換算１０７８７６円 /m３, 木材流通価格web, 

http://www.a-forum.jp/m/

　　ややデータ年次が古いが，林業，林産業の生産費用

について一般の典型的な構成と一気通貫方式の場

合の比較を行った結果を図Aに示す。杉製材の販

売価格７５９００円/m３ に対して一気通貫方式ではなん

とか赤字を出さないで済む生産費用に抑えること

ができる。遠藤彩和：国産材需要拡大のための社会

技術の提案に関する研究，修士論文２０１２年度，早

稲田大学創造理工学部建築学専攻高口洋人研究室，

２０１３

（１６）都築知佳，山崎真理子，佐々木康寿：住宅で使用

される木材の要求材質分布と愛知県産４５年生スギ

の材質分布の比較，第６１回日本木材学会大会，京

都，２０１１

（１７）安藤幸世：天然住宅の木材，フォーラム森を守れ

る住まいづくりを─森と街を直接連携する─，早稲

田大学，２０１２. ３. ０４

（１８）相根昭典：快適な天然素材住宅の生活と脱温暖化

を「森と街」の直接連携で実現する“天然住宅プロ

ジェクト”，JST. PJ 研究会，２００９.１０.２６

（１９）天然住宅バンクとは，天然住宅建資金を融資する

小規模低金利市民融資事業。省エネ家電製品購入

等，環境優良商品購入全般にも利用できる。

　　http://tennenbank.org/

（２０）森林，長寿命住宅，健康，CO２ 削減をつなぐ認証

制度（ミニ・ラウンドテーブル，小規模研究集会），

工学院大学２０１２. １０. ２４

（２１）天然住宅認証，２０１４. ３. ２５版

（２２）この認証制度は５段階の総合評価ランクを公示す

るもので，評価項目の構成は開示されていない。グ

リーンビル認証について，安松志郎氏を招き日本

建築学会地球環境委員会・公開勉強会（住宅カーボ

ンニュートラル達成シナリオＷＧ企画）２０１２.８.０９

を行った。

（２３）川村圭：木造住宅の室内表面積における木材使用

量の違いが室内環境に与える影響，卒業論文２０１１

年度，早稲田大学創造理工学部建築学専攻高口洋

人研究室，２０１２

（２４）建設部門産業連関表の誘発排出量推計：建設部門

産業連関表は，１０府省庁が共同で作成する産業連

関表の基本表（列４０７分類×行５２０分類）の投入産

出額をもとに，建設部門に特化した区分構成の投

入産出額表を作成したもので，建築と土木を合わせ
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図A：建築用木材の価格と内訳　やや古い年次のデータ，現在は販売価格１０万円 /m3以上



て７０の建設工事種類別に，労務，資材，設計費，

光熱費等，全費用の内訳を把握することができる。

７０部門のうち建築部門は建物用途別・構造別に２７

区分に分かれており，うち１３区分が住宅である。

　　　この表の投入産出額に一般産業連関表基本表の

品目別に推計した誘発エネルギー消費量原単位お

よび温室効果ガス，大気汚染物質の誘発排出量原単

位（注２５）を与えて再集計し建設部門別に誘発排

出量を推計した。表６では建設部門産業連関表に

示されている工事床面積を用いて床面積当誘発排

出量原単位として住宅部門の一部を抜粋して示し

た。土木部門を含め投入金額当たり誘発排出量原

単位も計算されている。注（２５）付属データベース

として公開したものを，その後改定した（建設部門

産業連関表自体に異常値があり，それを独自に補正

推計した）。

（２５） 環境産業連関表：産業連関表を用いて生産，消

費に伴う環境負荷を推計する分析が行われている

が，これらは環境産業連関表と総称され，その指標

として誘発エネルギー消費量と誘発環境負荷量が

推計されている。日本建築学会では地球環境委員

会・建築 LCA指針策定小委員会が建築 LCAの解

析手法を作成し，一連の誘発排出量原単位を

web.site で公開している。日本建築学会：建物の

LCA指針─改訂版，丸善，２０１３，同ソフトウエア，

 http://www.aij.or.jp 公開。

　　　日本建築学会推計の環境産業連関表は筆者が開

発した計算手法（２６）に従い，２００５年版産業連関表

を用いて推計したものである。表５の建設部門誘

発排出量の推計には，その基礎データとして正方

４０４部門基本表に基づく誘発エネルギー消費量と誘

発温室効果ガスおよび大気汚染物質誘発排出量を

投入金額当原単位として推計した値が用いられて

いる。

（２６）本藤裕樹，森泉由恵，外岡　豊，神成陽容： １９９５

年産業連関表を用いた温室効果ガス排出原単位の

推計，日本エネルギー学会誌，（８１），８２８-８３３, ２００２,

同誌論文賞受賞

（２７）Tonooka,Y, H. Takaguchi, K. Yasui, T. Maeda,Life 

Cycle Assessment of Domestic Natural Material 

Wood House, Energy Procedia, ２０１４, pp.１６３４-１６３７, 

DOI : １０.  １０１６/j. egypro. ２０１４. １２.３１３ Peer-reviewed

を更に改定した。

（２８）外岡豊：日本の排出削減シナリオと都市・建築分

野の取り組み，日本建築学会大会（関東）地球環境

委員会地球環境部門―パネルディスカッション１，

都市・建築分野におけるこれからの地球環境対策

―パリ合意に向けて，予稿集，２０１５.０９.０６，東海大

学湘南校舎　

　　　この世帯当排出量は全国の家庭用エネルギー販

売量から求めた排出量を国勢調査の総世帯数で割

り算して求めたもので，家庭用電灯消費量を独自に

推計しており，従量電灯Cの２０％だけが住宅用で

あると想定している。　　

（２９）資源エネルギー庁：平成２４年度エネルギー消費

状況調査，（民生部門エネルギー消費実態調査）報

告書，２０１１. ３

（３０）外岡　豊，高口洋人，保井孝一，前田拓生：国産

天然住宅の LCA，エネルギー資源学会研究発表会

３２回，２０１３.６.６ - ７

（３１）近田智也，井上　隆：実態調査に基づく戸建て住

宅の構成部材の環境負荷簡易推計，日本建築学会計

画系論文集（５４９） ， pp８９-９３, ２００１-１１-３０ 及び，奥村 善

直，井上　隆，近田智也：戸建て住宅の構成部材に

係るCO２ 排出量の簡易推計法に関する研究，日本

建築学会環境系論文集（５８１） ，pp１０３ -１０８，２００４-０７-

３０

（３２）バイオマス燃焼のカーボンニュートラル評価　京

都議定書ではバイオマス燃料の燃焼をCO２ 排出ゼ

ロ評価すると定められ，FCCC気候変動枠組条約に

おいてその後も変更はない。しかし，自然界の植物

は空気中の炭素を固定して成長したもので，いずれ

腐敗してCO２ に戻るとしても，燃焼すればその時

点でCO２ が排出されることに違いはない。木材を

今，バイオマス燃料として有効利用して燃焼した場

合と，木材を建物の部材として利用し１００年後の解

体時に焼却した場合では明らかにCO２ 排出の時間

に差があり，気候変動影響において現時点での排出

より１００年後の排出の方が問題は少ないはずであ

る。このような観点からカーボンニュートラル評価

を巡っては議論の余地が残されている。FCCCで

認められているからと言って思考停止すべきでは

ない。

（３３）  このような２０５０年までの温室効果ガス排出削減

シナリオをより具体的に策定するに当たり，その

前提と成る日本の経済，社会，技術，都市計画，防

災，国土利用，政治行政制度，総合的リスク管理手

法，文化の維持，人口分布，生活習慣などすべての

関連要素について，日本とアジア，世界との関係の

中で，できる限り具体的に描写し，その前提の元で

エネルギー需給や排出シナリオを描くべく，別途

平行して研究を行った（科研費挑戦的萌芽研究）。

その成果はまだ十分まとめられていないが，退職

後に間をおかず行うべき主要な研究作業の一つで

ある。

　　　また気候ネットワークとの共同研究で２０５０年排
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出削減シナリオを作成した。比較的最近の学会発

表例は，歌川　学，外岡　豊，平田仁子：２０５０年

までの排出削減対策の効率化オプション，エネル

ギー資源学会研究発表会３４回，２０１５.６.７

（３４）橋本亜沙：森林再生のための林業施業計画と木材

需給バランスに関する研究，修士論文２０１１年度，

早稲田大学創造理工学部建築学専攻高口洋人研究

室，２０１２

（３５）森の中で牛を飼い，次第に牧草地化しながら山地

で酪農する「山地酪農（やまちらくのう）」という

方法があるが，それを発展させ，森林の下草刈りを

兼ねて森林内に一年中放牧しながら酪農する森林

酪農も行われている。これを栗駒の林地で試して

いる。濃厚飼料や牧草の輸入が普及する前の戦前

の日本では山地酪農が多く行われていた。自然で

滋養に富むおいしい牛乳が得られたという。その

手法を現在も普及させようという活動（中洞正）も

あり，低温殺菌で脂肪分を破壊しないやり方は木

材の低温乾燥ともつながる生産手法で工業化と貨

幣経済合理性追求から脱却したやり方を追求する

点で同じ方向性を持っている（日経新聞，２０１２. ８.１８

（土））。このような生産が多方面に普及することで

真の低排出社会が実現されると考えられる。

（３６）『森と街をつなげる実践ガイド』，３８p，２０１４. ３. ２５

発行

（３７）『住まい方アドバイス』，５０p，２０１４. ４. ２５発行

（３８）顔の見える木材での家づくりデータベース，

htpps://kaonomiedb.jp/

（３９）日本建築学会地球環境委員会（２０１０）２０５０年住宅

カーボンニュートラル達成は可能か─木造自然素

材住宅を例とした PDCA試行─２０１０年度大会（北

陸）地球環境部門 PD資料，AIJ-１００９-０１０００

（４０）森街再生会議，２１０４.４.０１設立。全国各地で，それ

ぞれの手法で国産木材を活用した環境優良住宅建

設を追及している人たちがいる。天然住宅だけで

なく，多種多様な試みの横の連携を強化したいと

いう志向を継続して持っており，少しづつ交流の

輪を広げているところである。

（４１）今後の文部科学技術研究行政の指針検討のため，

文理融合のあり方を考える科学技術政策研究所の

担当者から，文理融合研究の実践例として意見聴取

を受け，文理融合研究の考え方，推進の方法につい

て意見を述べた（２０１２年春）。この実践的な研究経

験が次の文部科学技術行政の展開に活かされるこ

とを願うものである。

（４２）毛沢東は実践論・矛盾論の中で「実践は理論より

尊い」というレーニンの言葉を引用し実践の重要性

について述べている。それは実践の現場には理論

にはない活きた総合性が，必ずあるからである。

理論ではそぎ落とされてしまうから，その分，価値

が欠けているのである。西欧的な分析主義，要素

分解主義，二分法的思考を排除し，混沌とした現

実をそのまま受け入れて思考する学問があってよ

い。そこで思い起こされるのは法然，親鸞の思想で

あり，日常生活と不可分に仏道を追及した生き様で

ある。京都の町には市民社会が形成され始めていた

のであろう。そこで衆生への布教として念仏を始

めた法然は危険思想家として朝廷からにらまれ京

都にいられなくなり東国で農民とともに過ごし

た。親鸞も同様にすべてを失って農民とともに働

きつつ仏道を追及した。そこで農作業をしながら

到達した悟りの境地は，布教ではなく，親鸞一人

のために念仏する，という逆説的なものであっ

た。まやかしのない仏道追及は，己のために真剣

に生きるという誰も到達したことがない高みに

至った。その法然と親鸞が京都から離れて農作業

の体験と真剣な思考から得た境地は，まさに現場

の価値を思想に体現するものであったのではない

だろうか。それが今なお，日本人の宗教心，善良な

市民の祈りに生き続けているのだろうと私は受け

止めている。ある時代の誰かの生き様は，後世の多

くの人生に綿々と受け継がれるものである。持続可

能社会追求の基礎として江戸時代中期の安藤昌益

の先進的な思想に着目しているが，さらに遡って

法然，親鸞にその基礎を求めることができるので

はないかと現在考えており，文献を探っていると

ころである。真の持続可能社会に向けて，実際に

社会を動かして行く，その実践への基底となる重

要な土台のようなものが日本社会の庶民の生活の

蓄積の中にあるのではないかと考えているところ

である。それは住宅においては伝統構法として，

冷房がなかった時代の夏の過ごし方として，何か

が受け継がれているはずであり，本研究では，直接

に歴史を探求するものではなかったが，並行して

行った伝統木造住宅の研究会（注４３）と社会資産と

しての優良な建築，都市を長期的に実現しようとす

る研究会（注４４）においても，その背景には，この

ような視点と歴史的な基礎に基づく将来展望が

あった。

（４３）日本建築学会：伝統的木造住宅の温熱環境と省エ

ネルギー特別研究委員会報告書，２０１５.３　　

（４４）日本建築学会：社会的共通資本形成戦略特別調査

委員会報告書，２０１５.１
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《Summary》

                                     
Simultaneous Realization of Appropriate Forest Industry and Wholesome Housing

－ Practice Plan towards　Sustainable Society －
                                   

TONOOKA Yutaka 
                                     

　We have conducted a project “Achieving Climate Change Abatement and Comfortable Life by a 

Partnership between Forestry and Natural  Housing in Urban”, which aims to achieve carbon  neutral 

housing to ２０５０ by linking forest management to the use of domestic wood in urban environmental 

friendly natural material housing promoted by A NPO named Tennen-Jyutaku, （Natural Housing） . 

This paper introduces the project, its purpose, activity, and related analyses for verification tests. For 

verification, observation of indoor environment and lumber strength quality with low temperature 

drying process have been promoted, and we analyzed long period Life Cycle Assessment of CO２ 

emissions in all the processes from afforestation to demolishing of the housing. To support the 

penetration of the housing, we have developed a citizen finance system and a certification system of 

environmental friendly housing, which may put appropriate price for high environmental performance 

housing in the secondhand housing market.

Keywords :  LCA, CO２ Emission, Housing, Natural Material, Wood, Forestry


